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研究成果の概要（和文）： 
 教育に関する高い専門性を持ち組織・企業内の人材育成（Human Resources 
Development）に戦略レベルから携わる「ＨＲＤ戦略人材」を育成する上で必要な，人材
ニーズの把握と基礎理論としての教授システム論の内容整理と教材化を目的とし、大学院
レベルの基礎講座に該当する科目「ヒューマンパフォーマンステクノロジー概論」のシラ
バス開発および「教育ビジネス経営論」の改訂内容検討を行った. 
 
研究成果の概要（英文）： 
The aim of this research was to develop and design new course of graduate level, which 
included the needs analysis methodologies and fundamental instructional theories in human 
resource development areas. As a result of this study, we created syllabus for new course 
called “Introduction to Human Performance Technology”, and revision plan for “Human 
Resource Development Business Management.“ 
 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2008 年度 900,000 270,000 1,170,000 

2009 年度 1,700,000 510,000 2,210,000 

2010 年度 800,000 240,000 1,040,000 

年度    

  年度    

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：科学教育・教育工学 
キーワード：(1)ＨＲＤ(2)パフォーマンス・テクノロジー(3)ｅラーニング(4)企業内人材育成 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 組織・企業の人事・人材育成の戦略に関わ
る人材は，これまで経営学（特に組織論）関
係の学部・大学院で育成されてきた． 
 
 その分野は「人的資源『管理』（HRM＝
Human Resources Management）」であり，
そこでの中心的なイシューは「組織はどのよ
うな人材をどのような制度の中で育成すべ

きか」である．実際，組織・企業内の人材育
成の「あるべき姿」，人材像や制度面を描け
る人材は多く育成されてきた． 
 
 一方，それら「あるべき姿」を実現するた
めの戦略，すなわち人的資源『開発』
（HRD=Human Resources Development）
戦略を立案できるＨＲＤ戦略人材は不足し
ているという指摘も多い． 
 これに対し，米国等においては大企業の人
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材育成戦略を担うマネージャーのポストは
教育に関する専門教育（教授システム論等）
を大学院等で修めた人材が就くものであり，
教育に関する高い専門性を有する人材が企
業の人材育成戦略をリードしているとされ
ている．実際，ISPI（International Society for 
Performance Improvement、後述）による
CPT（Certified Performance Technologist）
のように，この分野の専門性を認定する制度
も整備されている． 
 こういった背景から，我が国においても
「ＨＲＤ戦略人材」の育成が必要と考える．
しかしながら，我が国においてこの種の人材
を育成するための体系等は未整備である上，
人材ニーズや人材像を明確した研究はこれ
までに無い． 
 
 以上の状況を，日本企業における人材育成
の大きな阻害要因の一つと考えた． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，ＨＲＤ戦略人材の育成に寄与
するため，日本国内の人材ニーズについて調
査するとともに，米国等の取り組みに学び，
両者の比較・対照等から大学院レベルの基礎
講座に該当する科目のシラバスやを試作す
ることで，我が国の企業に適合したＨＲＤ戦
略人材育成の枠組みやＨＲＤ戦略人材が教
授システム論を学ぶ必要性等を提示するこ
とを目指した. 
 
３．研究の方法 
 
 国内の企業・組織におけるＨＲＤ活動や
成功事例の調査，それらに関わるＨＲＤ担
当部署・担当者などへのヒアリング,熊本大
学大学院教授システム学専攻修了者の追跡
調査などを行ない，我が国におけるＨＲＤ
戦略の現状把握を試みるとともに、オンラ
イン調査や海外調査において米国等の現状
などを調査し、これらをもとに科目のシラ
バスやアウトラインを作成する。 
 
４．研究成果 
 
4.1 Human Performance Technology 
 
(1) Human Performance Technology とは 
 
Human Performance Technology（以下 HPT）
は、文字通り「人のパフォーマンスを改善す
るための工学的な方法論」といえる。 
 ここでいう Human＝人は企業の従業員を、
Performance＝行動・成果は企業の業績に結
びつく行動・活動をさす。そして、これらを
工学的なアプローチをもって改善してくた
めの方法論が HPT である。 

 HPT は，「教育を効果的・効率的・魅力的に
するためのシステム的な方法論」である
Instructional Design（ID）の考え方に影響
を受けてきた。 
 両者は問題解決志向のシステマティック
なアプローチである点が相似点であるが、 
ID が研修やｅラーニングをはじめとする教
育を対象とした方法論であり、教授法や教材
等の改善を図ろうとするものであるのに対
し、HPT は職場における人の行動と成果を対
象とし、教育だけでなく報酬・異動・採用な
どの人事的な手段，ICT の活用や業務プロセ
スの改善といった手段も用いる点が相違点
である。 
 パフォーマンスが上がらない要因、すなわ
ち HPT が改善のターゲットとするものとして
は、下表の３つのレベルで示すことができる。 

レベル 例 

１．組織の外部要因 景気、規制 

２．組織の内部要因 経営資源、情報、機器、
業務プロセス 

３．個人の要因 知識・スキル・能力、
動機 

（Gilbert,1978 Robinson&Robinson,2008） 
HPT が対象にするのは「3.個人の要因」のみ
ならず「2. 組織の内部要因」であり、（狭義
の）ID は「3.個人の要因」のうち教育によっ
て対処できる部分となる。 
 日本ではまだ普及していないが、米国にお
いては企業や政府・行政機関等で用いられて
おり、HPT を専攻する大学・大学院も数多い。 
 また、HPT の普及団体として１９６２年に
設 立 さ れ た International Society for 
Performance Improvement （ ISPI  イ ト
http://www.ispi.org）がある。ISPI は米国を本部
とし、40 以上の国の 10,000 名を超える会員
から構成されており、日本にも支部がある。 
 
(2)HPT の目指すもの 
 
 HPT においては、組織（営利組織・非営利
組織・行政など、その種類にかかわらず）に
おける４つのニーズの階層構造を強く意識
する。それらを従業員のパフォーマンスを向
上することにより満たすための方法論が HPT
であるとも言える。 
 第一のニーズは「事業ニーズ」であり、こ
れは事業の目標や得ようとする成果である。
第二のニーズは「パフォーマンスニーズ」で
あり、「事業ニーズ」を満たすために従業員
に求められる特定職務の成果および行動で
ある。第三のニーズは「職場環境ニーズ」で
あり「パフォーマンスニーズ」を満たすため
の業務プロセス、業務用の情報システム、ツ
ール類、組織編成、人事制度（給与、報酬）
などを指す。第四のニーズは「能力ニーズ」
であり、「パフォーマンスニーズ」を満たす



 

 

ための従業員個々のスキル、知識、コンピテ
ンシー、モチベーションなどを指す。これら
４つのニーズは下図のような階層性を持っ
ている。 
（Blanchard,Robinson&Robinson,2002）） 

 
(3)HPT の重要性 
 
 日本企業の人事部門・人材育成部門では能
力ニーズの充足や職場環境ニーズのうち人
事に関わる部分の充足に終始している状況
が多く見受けられる。その主要な手段として
は研修の実施や人事異動である。仮にそれら
の手段が能力ニーズや職場環境ニーズを満
たす手段として適切であったとしても、そも
そもそれらのニーズの定義が上位階層にあ
るパフォーマンスニーズ、その上位にある事
業ニーズと整合していなければ、事業への貢
献は不確実なものとなる。戦略が不十分な中
で戦術のみが考えられ・実施されていること
になるからである。このような状態は企業や
産業、ひいては国家の経済的発展面から望ま
しくないことは明らかである。 
 HPT の導入は、人事・人材育成部門やその
担当者の視野を事業レベルに引き上げ、４つ
のニーズをどのように満たしていくべきか
を論理的に考える術を与える点で重要であ
ると言えよう。 
 
4.2 HPT 概論シラバス 
 
【科目の概要】 
Human Performance Tecnology(HPT)を企業や
組織の業績改善に用いるための基礎習得科
目。 
HPT における現状分析、原因分析、ソリュー
ションのデザイン、実施、評価について学び、
HPT プロセスを遂行するために必要な知識や、
パフォーマンス改善に有益なソリューショ
ンの代表例について学ぶとともに、経営的な
視点をもって人材育成に携わるための着眼
点を養う。 
 
【科目の目標】 
１．HPT とは何か、その重要性も含めて説明
できるようになる。 

２．HPT を用いた業務改善プロセスを遂行で
きるようになる。 
 
【前提科目】 
なし 
 
【評価の方法】 
ただし、すべての課題が合格点に達している
ことを単位取得条件とする。 
 
◆課題１．HPT 導入に関するプレゼンテーシ
ョン作成（２０点） 
 
自社・自組織に HPT 導入を提案するためのプ
レゼンテーション資料を作成する。 
作成されたプレゼンテーション資料につい
て相互にコメントをつける。 
 
◆課題２．HPT 検討資料作成（４４点：４点
×１１回） 
 
２ブロックの各回のテキストをもとに自
社・自組織の業務改善に関し、分析や設計を
行い、レポートする。 
提出されたレポートについて相互にコメン
トを行う。 
 
 
◆課題３．HPT 提案書（３０点） 
 
自社・自組織に対する HPT を用いた業務改善
提案書を作成する。 
 
◆課題４．リフレクションペーパー 
 
本科目での収穫や今後どのように業務に活
かしていくかをレポートする。 
提出されたレポートについて相互にコメン
トを行う。 
 
【1ブロック 序論】 
 
＜第１回．オリエンテーション＞ 
 
○本科目の概要 
○日本における人材育成の現状と問題点 
○ＨＰＴの概要、定義 
○なぜＨＰＴが必要か？ 
○人材開発部門が変わる～研修実施部門か
らパフォーマンス改善部門、そして成果創造
部門へ～ 
・パフォーマンスモデルとコンピテンシーモ
デルの開発 
・各種施策の効果測定 
 
＜第２回．ＨＰＴとは何か＞ 
 

事業ニーズ 

パフォーマンスニーズ 

職場環境ニーズ 
能力ニーズ 



 

 

○ＨとＰとＴ 
○組織のニーズ～事業ニーズ・パフォーマン
スニーズ・職場環境ニーズと能力ニーズ～ 
○代表的なＨＰＴモデル 
○ＧＡＰＳアプローチ 
○パフォーマンス・コンサルティング・プロ
セス 
○ＨＰＴとＨＲＭ、ＨＲＤとの関係 
○ＨＰＴとＩＤとの関係 
○ISPI「HTP １０の規範」 
○ＨＰＴに入る前に 
 
○課題１．HPT に関するプレゼンテーション
作成 
 
【２．ブロック HPT プロセスの実際】 
 
＜第３回．パートナーシップの確立＞ 
○クライアントとのコミュニケーションと
信頼関係構築 
○要求や要望のリフレイミング 
・ステークホルダーの特定と調査 
○パートナーとの関わり方 
・チェンジマネジメント 
・プロセスコンサルティング 
・業務分析と業務デザイン 
・組織のデザイン・開発 
・コミュニケーション、ネットワーク、協業
の構築 
・パフォーマンスサポート（教育研修、それ
以外） 
 
＜第４回．システム的に物事を捉える＞ 
○「システム的」の２つの側面～Systemic と
Systematic～ 
○戦略レベル？か戦術レベルか？ 
○成果、原因とソリューション 
 
＜第５回．あるべき姿を見定める＞ 
○事業のあるべき姿は？ 
○あるべきパフォーマンスの姿は？ 
○パフォーマンスモデル、コンピテンシーモ
デル、プロセスモデル 
○求める価値向上は？ 
 
＜第６回．ニーズや機会を分析する＞ 
○事業の現状は？ 
・ビジョン 
・ミッション 
・バリュー 
・戦略 
・目標と実績 
○外部環境の分析 
・規制 
・マーケット（３Ｃ分析） 
 
＜第７回．目指す成果を定める＞ 

○事業ニーズから成果を導き出す。 
○ギャップ分析＝求められるパフォーマン
スとパフォーマンスの現状の相似・相違 
○パフォーマンスとコンピテンシーやスキ
ルの関係 
○成果の特定 
 
＜第８回．パフォーマンスを頭打ちにする原
因や要素を特定するために、業務や職場の分
析をシステマティックに行う＞ 
○パフォーマンスギャップの明確化 
○パフォーマンスの現状は？ 
○環境の現状は？ 
・組織環境（社会、ステークホルダー、競争） 
・労働環境（資源、ツール、人事ポリシー） 
・業務（ワークフロー、手順、責任、仕事の
しやすさ） 
・業務プロセス 
○従業員（知識、スキル、モチベーション、
期待、キャパシティ） 
○HPT コンサルティングの技術 
・インタビュー 
・アンケート 
・クライアントとのミーティング 
 
＜第９回．ソリューションのデザインや仕様
確定－１＞ 
○問題や課題への対処 
・「解決」だけが問題への対処ではない！ 
・Solution:問題解決（最大化・極大化） 
・Resolution：状況改善・満足か 
・Absolution：積極的放置 
・Dissolution:理想化再設計 
・その他：容認と妥協 
 
○コンピテンシーの抽出 
 
＜第 10 回．ソリューションのデザインや仕
様確定-2＞ 
 
○人事的な環境支援 
・地位 
・インセンティブ、報酬、ボーナス 
・フリンジ・ベネフィット 
・表彰 
・組織のデザイン・開発 
（組織改編、組織風土改革、配置の適正化） 
・ファシリテータの養成 
・キャリア支援、職務経験 
・採用基準・プロセスの見直し 
 
＜第 11 回．ソリューションのデザインや仕
様確定-3＞ 
○教育・研修 
・行動のレパートリー不足への対処 
・スキルと知識の付与 
・各自のキャパシティ 



 

 

・モチベーションと期待 
・自己啓発支援 
 
○教育・研修の例 
・集合研修 
・ｅラーニング・Ｗｅｂ学習 
・ブレンディッドラーニング 
・外部のセミナー 
・メンタリング 
・コーチング 
・人材育成体系の見直し 
・ＯＪＴ支援 
・ワークプレイスラーニング 
・企業内大学 
・ミーティングの改善 
・アクション・ラーニング 
 
＜第 11 回．ソリューションのデザインや仕
様確定-4、開発・実施＞ 
 
○「人事・人材育成部門」を超えて 
・職場環境の物的改善 
・コミュニケーション、ネットワーク、協業
の構築 
・データ、情報、フィードバック 
・環境的なサポート、リソース、ツール 
・組織内のコミュニケーション(対面、ソー
シャルメディアの活用） 
・業務プロセスや業務システムの改善 
・ＥＰＳＳの導入 
 
＜第 13 回．プロセスや結果の評価＞ 
○ＨＰＴの成果 
・パフォーマンスの改善（スキルの活用） 
・業績に対するトレーニングの貢献 
・支援した部門の数と信頼関係 
・従来の人材育成部門と評価の違い 
○評価の枠組み 
・PDC:Process Design Concept 
・ROI:Return On Investment 
・W-ROI:White Collar -ROI 
 
 
【３ブロック】 
＜第 14 回．HPT 提案書作成と仮提出＞ 
 
１３回までに学んだことを元に自社・自組織
に対する HPT 提案書を作成する。 
 
＜第 15 回．相互コメントと振り返り＞ 
 
【課題３】１４回で提出された提案書に相互
コメントをし、コメントをもとに改善した提
案書を本提出する。 
【課題４】本科目での学習を振り返り、リフ
レクションペーパーを提出する。 
 

4.2 「教育ビジネス経営論」改訂 
 
教育ビジネス経営論は「教育活動の構想・企
画・構築・運営ができるようになることをめ
ざす科目。教育活動を『良質な教育サービス
を継続的に運用し、かつ、提供しつづけてい
くにはどうすればよいか』というビジネスの
視点でとらえ、教育・人材開発部門、教育サ
ービス事業者、学校（法人）」３者の立場か
ら論じる。ビジネスプランニング、マーケテ
ィング、マネジメント等の基礎についても学
ぶ。」という科目であり、ＨＰＴとの親和性
が高い。 
 
 そこで、同科目の第２ブロック「教育・人
材開発部門にとっての教育ビジネス」におい
て、HPT の概要と重要性について解説し、こ
れまでの HRD（人的資源開発）や HRM（人的
資源管理）との比較を行うこととする。 
 
 具体的には 4.1 で述べた HPT 概論の第 1
回・第２回の内容をダイジェストしたうえで、
これまでに行われてきたＨＲＤ，ＨＲＭと比
較する中で、日本の教育・人材開発部門に求
められる変化を考察する。 
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